
様式第２号
事　業　計　画　書
１　企業の概要　
　(1) 沿革と現況
　(2) 本社機能を有する各業務施設の所在地、名称、業務内容及び使用する従業員数
      イ　業務施設の所在地、名称
　　　

ロ　業務内容
　    
ハ　従業員数（事業所等別）　　　　　　　　　　　　　（令和　　年　　月　　日現在）
	業務施設名
	常用雇用者
	非常用雇用者
	計

	
	男
	女
	契約社員
	ﾊﾟｰﾄ社員
	派遣社員
	

	
	名
	名
	名
	名
	名
	　　　　 名

	
	名
	名
	名
	名
	名
	名

	
	名
	名
	名
	名
	名
	名

	  合　　　計
	名
	名
	名
	名
	名
	名


　(3) 売上高（過去３年間）
        令和　　年　　月～　　年　　月　　　売上    　     百万円
        令和　　年　　月～　　年　　月　　　売上     　    百万円
        令和　　年　　月～　　年　　月　　　売上     　    百万円
　(4) 資本金及び主要株主名簿
    　イ　資本金　　　　　　　　　千円
      ロ　主要株主
	株　主　名
	持株数
	株　主　住　所
	取 得 年 月 日

	
	
	
	       年　　月　　日

	
	
	
	       年　　月　　日

	
	
	
	       年　　月　　日

	
	
	
	       年　　月　　日

	
	
	
	       年　　月　　日


　　注）有限責任事業組合での申請について

①資本金は出資額、株主は出資者、持株数は出資額、取得年月日は出資年月日と読み替えて記入すること。

②出資者は、有限責任事業組合で実施する事業について保証する書類を添付すること。

　(5) 会社の決算書等

　　　　別添３通のとおり
　　（貸借対照表、損益計算書（販売費・一般管理費、原価報告書等）、営業報告書を、それぞれ最近３期分各１通ずつ添付すること)
　　　○親会社と子会社が共同で立地しようとする場合

有価証券報告書等の資本関係が明らかとなっている書類のほか、親会社と子会社との間で建物契約等の書類が存在する場合はその書類を添付すること。

　(6) 会社の定款
　　　　別添１通のとおり
(7) 会社設立の登記簿謄本
　　　　別添１通のとおり

２　本社機能等移転計画
　(1) 県内に移転又は新設する本社機能を有する業務施設の所在地及び施設名

　　①移転又は新設先

	所在地
	事業所名

	
	

	
	


②移転元　所在地

	所在地
	事業所名

	
	

	
	


　　　※移転又は新設する先が複数ある場合は、全て記入ください。　

　(2) 県内に移転又は新設する内容　
　　　イ　移転又は新設の概要（申請事業の内容を具体的に記載すること）
(ｱ) 移転又は新設の背景

(ｲ) 移転又は新設する事業内容
　

(ｳ) 移転又は新設後の将来展開

　(3) 業務施設の移転又は新設の工事計画（年次計画がある場合は年次毎に記入のこと）
	区　　分
	建 築 形 態
	面       積
	工 事 期 間

	
	
	（㎡）
	（坪）
	

	 　業務施設
	第１期
	
	
	
	　　年  月～  年  月

	
	第２期
	
	
	
	

	 　付属設備
	
	
	
	


　(4) 業務施設の用地見取図及び敷地内の配置図
　　　イ　業務施設用地見取図　別添１通のとおり（増設の場合は当該部分を赤色で表示すること）
    　ロ　業務施設配置図　　　別添１通のとおり（増設の場合は当該部分を赤色で表示すること）
　(5) 移転又は新設に要する経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	区　分
	取得・改修費
	輸送費
	設置費
	調整費
	合　計

	①建　物
	
	
	
	
	

	
	建　屋
	
	
	
	
	

	
	建物付属設備
	
	
	
	
	

	
	構築物
	
	
	
	
	

	②生産設備関連
	
	
	
	
	

	③一般設備関連
	
	
	
	
	

	
	電気供給設備関連
	
	
	
	
	

	
	給排水処理関連設備
	
	
	
	
	

	
	空調関連設備
	
	
	
	
	

	
	燃料供給関連設備
	
	
	
	
	

	小　計
	
	
	
	
	⒜


	区　分
	事業費
	補助対象額
	補助対象内訳

	④従業員の転居に要する費用
	
	
	

	⑤新規常用雇用者の初年度人件費
	
	
	

	⑥事務経費
	
	
	

	小　計
	⒝
	⒞
	


	事業費合計　⒜＋⒝
	

	補助対象額合計　⒜＋⒞
	


添付 資料：移転又は新設に要する経費の明細（様式別紙）
　　　　　　　 移転又は新設する設備一覧（様式別紙）
　(6) 資金計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	
	取得・改修費
	輸送費
	設置費
	調整費
	その他
	計

	自己資金
	
	
	
	
	
	

	銀行借入
（借入先：　　　　）
	
	
	
	
	
	

	そ の 他
（制度資金名等：　　）
	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	
	


　（注）①銀行借入を利用する場合は、具体的な返済計画書を添付すること。

　　　　②制度資金を利用する場合は、制度資金名を記入すること。

　　　　③２カ所等から借入している場合は、主要な借入先を記入すること。

　(7) 労務計画                    　　　　　　
	区　分
	年　　次
	常用雇用者
	非常用雇用者
	計

	移転又は

新設前　

	令和　年　月　日

（雇用基準日）
	男
女
計
	名
名
名
	男
女
計
	名
名
名
	男
女
計
	名
名
名

	申 請 時
	令和　年　月　日

	男
女
計
	(　 )      名
(　 )      名

(　 )      名
	男
女
計
	(   )      名

(   )      名

(   )      名
	男
女
計
	(   )      名

(   )      名

(   )      名

	操 業 時
	令和  年  月  日    
	男
女
計
	(　 )      名
(　 )      名

(　 )      名
	男
女
計
	(   )      名

(   )      名

(   )      名
	男
女
計
	(   )      名

(   )      名

(   )      名

	指定要件を
満たす日
	令和  年  月  日
（操業開始後１年以内）
	男
女
計
	(　 )      名
(　 )      名

(　 )      名
	男
女
計
	(   )      名

(   )      名

(   )      名
	男
女
計
	(   )      名

(   )      名

(   )      名

	２ 年 次
	令和   年   月 ～    年   月    
	男
女
計
	(　 )      名
(　 )      名

(　 )      名
	男
女
計
	(   )      名

(   )      名

(   )      名
	男
女
計
	(   )      名

(   )      名

(   )      名

	３ 年 次
	令和   年   月 ～    年   月    
	男
女
計
	(　 )      名
(　 )      名

(　 )      名
	男
女
計
	(   )      名

(   )      名

(   )      名
	男
女
計
	(   )      名

(   )      名

(   )      名

	将来計画
	令和   年   月 ～    年   月    
	男
女
計
	(　 )      名
(　 )      名

(　 )      名
	男
女
計
	(   )      名

(   )      名

(   )      名
	男
女
計
	(   )      名

(   )      名

(   )      名


添付資料：移転又は新設前の常用雇用者一覧表

※ 移転又は新設前（雇用基準日）は、原則として申請日の前日とする。

※（　）には、各期間の新規採用数を記入すること。
⑺-1 労務計画（組織別）

	区分
	組織部門名称
	主な業務・機能
	配置人数
	本社機能等（○）

	移転又は新設前

令和○○年○○月

○○日
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	計　
	
	

	
	（うち、本社機能等計）
	
	○

	指定要件を満たす日

令和○○年○○月

○○日
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	計　
	
	

	
	（うち、本社機能等計）
	
	○


　(8) 年度別売上計画及び製品等
	        年            度
	製品等
	販売量
	売上額
	摘  要

	第１年度（　年　月～　年　月）
	
	
	          千円
	

	第２年度（　年　月～　年　月）
	
	
	          〃
	

	第３年度（　年　月～　年　月）
	
	
	          〃
	

	将来計画（　年　月～　年　月）
	
	
	          〃
	


　　（注１）労務計画と売上計画の年度を合わせること。
    （注２）製品カタログ等の製品等の説明を添付すること。
（9）事業着手及び完了予定年月日
      　着手予定　　　　  　　　令和    年    月    日
      　完了予定      　　　　　令和    年    月    日
（10）操業開始予定年月日
        仮操業開始予定　　　　　令和    年    月    日
        本操業開始予定　　　　　令和    年    月    日
（11）年度別事業収支
	項    目
	第１年度
 (  年  月
～  年  月)
	第２年度
 (  年  月
～  年  月)
	第３年度
（　年  月
～  年  月)
	将来計画

（  年  月
～  年  月)
	備　考

	収       入
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	支       出
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	差引残 (収益)
	
	
	
	
	


（12）その他
    　イ　取引銀行
      ロ　代表者（事業所責任者）名
別紙１
年分（令和　　年　　月　～　令和　　年　　月）
移転又は新設に要する経費の明細
	区　分
	名　称
	形　式
	性　能
	単　価
	数　量
	金　額
	資本的

支　出

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	       
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


　　※資本的支出に該当するものは、資本的支出欄に○を記入すること

年分（令和　　年　　月　～　令和　　年　　月）
移転又は新設する設備一覧
	区　分
	名　称
	形　式
	性　能
	単　価
	数　量
	金　額
	備　考

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	       
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


別紙２

移転又は新設前の常用雇用者一覧表

（令和　　年　　月　　日現在）

	No.
	氏名
	性別
	生年月日
	雇用保険被

保険者番号
	配置場所

	1
	
	
	
	
	

	2
	
	
	
	
	

	3
	
	
	
	
	

	4
	
	
	
	
	

	5
	
	
	
	
	

	6
	
	
	
	
	

	7
	
	
	
	
	

	8
	
	
	
	
	

	9
	
	
	
	
	

	10
	
	
	
	
	

	11
	
	
	
	
	

	12
	
	
	
	
	

	13
	
	
	
	
	

	・

・

・

・

・

・

・
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


※事業実施する本社機能等を有する施設の全てについて記載すること。
（有限責任事業組合のみ）

保　証　書

令和　　年　　月　　日

秋田県知事　あて

連帯保証人（出資者）

所在地
法人名
代表者職氏名　　　　　　　　　　　印
所在地
法人名
代表者職氏名　　　　　　　　　　　印
所在地
法人名
代表者職氏名　　　　　　　　　　　印
所在地
法人名
代表者職氏名　　　　　　　　　　　印
私たちは、次の申請者が本社機能等移転促進事業の指定及び補助金交付を受けるにあたり、同事業補助金交付要綱第１３条、第１４条及び第１８条に定めることについて、申請者と連帯して履行の責を負います。

なお、上記の義務を怠った場合は、いかなる処分を受けても異議は申しません。

１　申請者

所在地　　
法人名　　
代表者職氏名　

２　申請事業

実施場所　

事業名　　
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